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労働環境チェックシートの各項目について（解説）【工事請負契約用】 

 

 労働環境チェックシートの各項目の解説は次のとおりです。チェックシートの確認欄の該当箇

所に〇を記入してください。なお、一人親方等については、各項目で関係法令の対象外となる場

合、確認欄の「対象外」に〇を記入してください。また、各項目で関係法令の対象であるにもか

かわらず、確認欄の「いいえ」に〇を記入した場合は、その項目番号と理由を所定の欄に記入し

てください。 

 

１．労働環境に関する事項（※関係法令上義務とされるものです） 

① 就業規則、雇用契約、労使協定等の労働条件は、適正な内容となっていますか。 

【解説】 

 労働条件は、労働者が人たるに値する生活を営むための必要を充たすべきもので、その

向上を図るよう努めなければならないとされています。（労働基準法第１条） 

 また、労働条件は、労働者と使用者が、対等の立場において決定すべきものであり、労

働協約、就業規則及び労働契約を遵守し、誠実に各々その義務を履行しなければなりませ

ん。（労働基準法第２条） 

② 法定３帳簿（労働者名簿、賃金台帳、出勤簿）は整備されていますか。 

【解説】 

 「労働者名簿」は、各事業場ごとに各労働者（日々雇い入れられる者を除く）について

調製しなければなりません。（労働基準法第１０７条） 

 「賃金台帳」は、各事業場ごとに調製し、賃金の支払いの都度、遅滞なく各労働者ごと

に記入しなければなりません。（労働基準法第１０８条） 

 「労働者名簿、賃金台帳その他労働関係に関する重要な書類」（出勤簿を含む）は、３

年間の保存義務がありますが、必要事項が記載されていればどんな様式でも構いません。

（労働基準法第１０９条、労働基準法施行規則第５４条） 

③ 
３６協定は労働基準監督署に届出されていますか。また、その運用を含め労使協定

は適正ですか。（令和６年４月１日から、時間外労働の上限は原則として月４５時

間・年３６０時間となりました。３６協定に特別条項がない限り、これを超えるこ

とができません。） 

【解説】 

時間外又は休日に労働させる場合には、労働者の過半数で組織する労働組合か、労働者

の過半数を代表する者と労使協定を締結し、事前に所轄の労働基準監督署長に届け出なけ

ればなりません。また、時間外労働の上限規制については適用が猶予されていた建設業に

おいても、令和６年４月１日より時間外労働の上限は原則として月４５時間・年３６０時

間となり、臨時的な特別な事情がなければこれを超えることができません。なお、臨時的

な特別な事情があって労使が合意する場合（特別条項）でも、以下を守らなければなりま

せん。 

・時間外労働が年７２０時間以内 
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・時間外労働と休日労働の合計が月１００時間未満 

・時間外労働と休日労働の合計について、２～６か月平均８０時間以内 

・時間外労働が月４５時間を超えることができるのは、年６回が限度 

（労働基準法第３６条） 

  なお、労働基準法第３３条第１項の「災害その他避けることのできない事由」に該当

する場合には、労働基準監督署長に許可申請等を行うことにより、３６協定で定める限

度とは別に時間外・休日労働を行わせることができます。その場合、時間外労働の上限

規制はかかりません。 

④ 
就業規則は労働基準監督署に届出されていますか。また、労働者に周知されていま

すか。 

【解説】 

 常時１０人以上の労働者を使用している事業所は、次に掲げる事項について就業規則を

作成し、労働者の過半数で組織する労働組合か、労働者の過半数を代表する者の意見を添

えて、所轄の労働基準監督署長に届け出なければなりません。（労働基準法第８９条） 

⑤ 
年５日以上の有給休暇を取得できるよう、労働者への適切な配慮を行っています

か。 

【解説】 

 年次有給休暇は 、働く方の心身のリフレッシュを図ることを目的として、原則として、

労働者が請求する時季に与えることとされています。このため、労働基準法が改正され、

平成３１年４月から、全ての企業において、年１０日以上の年次有給休暇が付与される労

働者（管理監督者や有期雇用契約書を含む）に対して、年次有給休暇の日数のうち年５日

については、使用者が時季を指定して取得させることが義務付けられました。（労働基準

法第３９条） 

⑥ 毎年定期的に健康診断を実施していますか。 

【解説】 

健康診断は、雇入れの際及び毎年１回定期的に実施しなければなりません。（労働安全

衛生法第６６条） 

⑦ 事故報告書等の記録など、業務災害への対策は適正ですか。 

【解説】 

労働安全衛生規則第９６条で規定する事故が発生した場合には、遅滞なく、「事故報告

書」を所轄労働基準監督署長へ提出しなければなりません。また、労働災害が発生して労

働者が死亡したり、休業を伴う負傷又は疾病を被った場合には、事業主は、災害の原因や

状況などを記載した「労働者死傷病報告」を所轄労働基準監督署長へ提出しなければなり

ません。（労働安全衛生規則第９７条） 

労働者が業務上負傷し、又は疾病にかかった場合は、使用者はその費用で必要な療養を

行い、又は必要な療養の費用を負担しなければなりません。（労働基準法第７５条） 

 労働者が療養のため、労働することができないために賃金を受けない場合は、使用者は

療養中平均賃金の１００分の６０の休業補償を行わなければなりません。（労働基準法第
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７６条） 

⑧ 健康保険・厚生年金保険・労働保険への加入状況、手続の時期等は適正ですか。 

【解説】 

 健康保険、厚生年金保険は、常時５人以上（会社全体）の労働者を使用する適用事業所

の事業主は、被保険者の資格の取得及び喪失並びに報酬月額及び賞与額に関する事項を保

険者等に届け出なければなりません。（健康保険法第４８条、厚生年金保険法第２７条） 

 労働保険とは、「労災保険」と「雇用保険」をあわせたものの総称です。事業主は、労

働者を一人でも雇っていれば労働保険に加入し、労働保険料を納付する必要があります。

労働保険料は、年度当初に概算で申告・納付し、翌年度の当初に確定申告の上精算するこ

とになっており、事業主は、前年度の確定保険料と当年度の概算保険料を併せて申告・納

付する必要があります。原則として例年６月１日から７月１０日までの間に、労働基準監

督署、都道府県労働局及び金融機関で手続を行うことになります。 

⑨ 賃金台帳等から適正な計算・支払いが行われていますか。 

【解説】 

 賃金台帳は、各事業場ごとに調製し、賃金の支払いの都度、遅滞なく各労働者ごとに記

入しなければなりません。（労働基準法第１０８条） 

⑩ 時間外、休日等の割増賃金は、適正に支払われていますか。 

【解説】 

時間外、深夜に労働させた場合には２５％以上、法定休日に労働させた場合には３５％

以上の割増賃金を支払わなければなりません。ただし、時間外労働が１か月に６０時間を

超えた場合は、超えた時間について大企業は５０％以上、中小企業は２５％の割増賃金を

支払わなければなりません。（労働基準法第３７条） 

なお、時間外労働が１か月に６０時間を超えた場合の中小企業の割増賃金率は、令和５

年４月１日から５０％に引き上げられました。 

⑪ 
賃金について、通貨で全額を、労働者に直接、毎月１回以上、一定期日を定めて支

払われていますか。 

【解説】 

 賃金は通貨で全額を毎月１回以上、一定の期日を定めて労働者に直接支払わなければな

りません（一定の条件を満たせば金融機関への振り込みも可）。また、賃金から税金、社

会保険料など法令で定められているもの以外のものを控除する場合には、労働者の過半数

で組織する労働組合又は労働者の過半数を代表する者との労使協定が必要です。（労働基

準法第２４条） 

⑫ 
当該契約における工事に主として従事する労働者の最低労働賃金単価はいくらで

すか。 

【解説】 

 対象となる労働者は、工事に主として従事する労働者で、公共工事設計労務単価で区分

される５１職種に該当する労働者とします。なお、現場代理人・主任技術者・監理技術者・



【⼯事請負契約⽤】 
 
施工管理をする担当技術者・会社役員等は含みません。雇用形態（日雇い、短期雇用等）

に関係なく、専属的に工事に従事している労働者について記入してください。 

 最低労働賃金単価については、対応する職種ごとに最低賃金となる労働者の賃金単価を

記入してください。あらかじめ記載していない職種の労働者は、空欄に職種を記入してく

ださい。ただし、見習い及び軽作業等を行う者は各職種に含まず、最下段の所定の欄に記

入してください。 

 最低労働賃金単価（１日あたり）は、以下の構成により算出した額を、会社所定の１ヶ

月の労働日数により日単位に換算します。  

「基本給相当額」・「基準内手当※」・「臨時の給与（賞与等）」・「実物給与」の合計額 

（※「基準内手当」とは、家族手当（扶養手当）・通勤手当・都市手当（地域手当）・住宅

手当・現場手当・技能手当・精勤手当等） 

 最後に、最低労働賃金単価（１日当たり）（Ａ欄）の右の欄に、１日の労働時間（Ｂ欄）

と、最低労働賃金単価（１日あたり）を１日の労働時間で割って時給換算した最低労働賃

金単価（Ａ/Ｂ欄）を記入してください。 

⑬ 地域別最低賃金以上が支払われていますか。 

【解説】 

別紙の「三重県内の最低賃金」をご確認ください。 

 

２．労働環境をさらに向上させる取り組みに関する事項等 

（※関係法令上義務ではありません。現状の取り組みについて教えてください。） 

⑭ 
週休 2日制の実現に向けて、4週 8休あるいは 4週 6休とするなど、対策を講じて

いますか。また、下請けに対しても週休 2日制に配慮した工期を設定していますか。 

【解説】 

国土交通省において、平成２９年８月に、「建設工事における適正な工期設定等のため

のガイドライン」が策定され、建設業の担い手ひとり一人の週休２日の確保に向けた取組

が求められています。また、下請契約においても、週休２日の確保等を考慮した適正な工

期を設定することが求められています。 

本設問では、実際に 4週 8休あるいは 4週 6休としている場合の他、週休 2日制の実現

に向けた取り組み等を実施している場合も、「はい」に〇を記入してください。 

⑮ あなたは元請ですか。下請けの場合は何次下請けですか。 

【解説】 

下請けの方は、元請に確認する、あるいは工事現場に掲示されている施工体系図を参考

にするなど、何次下請けであるか記入してください。 

⑯ 一人親方が労災保険に加入できる特別加入制度を活用していますか。※ 

【解説】 

 建設業では、労働者（下請けの労働者を含む）の業務上の災害補償責任は、使用者（元

請）が負うことになっています。一方、元請及び下請けの事業主や一人親方は、元請の事
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業所労災が使えないため、「特別加入」していないと労災保険の給付が受けられません。 

 「特別加入」は、労働保険事務組合を通じて加入することができます。詳しくは各労働

保険事務組合等のホームページをご覧ください。 

※この設問は一人親方以外は対象外に〇を記入してください。 

 


